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第 63期  貸  借  対  照  表 

2022年 3月 31日現在 

(単位：百万円) 

資    産    の    部 負    債    の    部 

科      目 金    額 科      目 金    額 

流 動 資 産 101,417 流 動 負 債 33,127 

現 金 ・ 預 金 2,006 

 
未 払 金 17,615 

金 銭 の 信 託 35,894 

 
未 払 収 益 分 配 金 0 

有 価 証 券 29,300 未 払 償 還 金 17 

未 収 委 託 者 報 酬 27,176 未 払 手 数 料 8,357 

未 収 運 用 受 託 報 酬 4,002 

 
関 係 会 社 未 払 金 8,149 

短 期 貸 付 金 1,835 そ の 他 未 払 金 1,089 

そ の 他 1,217 未 払 費 用 9,512 

貸 倒 引 当 金 △15 未 払 法 人 税 等 1,319 

固 定 資 産 23,023 賞 与 引 当 金 4,416 

有 形 固 定 資 産 1,744 そ の 他 263 

建 物 1,219 固 定 負 債 4,905 

器 具 備 品 525 退 職 給 付 引 当 金 3,194 

無 形 固 定 資 産 5,210 時 効 後 支 払 損 引 当 金 588 

ソ フ ト ウ ェ ア 5,209 資 産 除 去 債 務 1,123 

そ の 他 0 負 債 合 計 38,033 

 投 資 そ の 他 の 資 産 16,067 純 資 産 の 部 

投 資 有 価 証 券 2,201 科      目 金    額 

関 係 会 社 株 式 9,214 株    主    資    本 86,232 

 長 期 差 入 保 証 金 443 資   本   金 17,180 

長 期 前 払 費 用 13 資 本 剰 余 金 13,729 

前 払 年 金 費 用 1,297 資 本 準 備 金 11,729 

繰 延 税 金 資 産 2,784 そ の 他 資 本 剰 余 金 2,000 

そ の 他 112 利 益 剰 余 金 55,322 

   利 益 準 備 金 685 

  そ の 他 利 益 剰 余 金 54,637 

  別 途 積 立 金 24,606 

  繰 越 利 益 剰 余 金 30,030 

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 174 

  その他有価証券評価差額金 174 

  純 資 産 合 計 86,407 

資 産 合 計 124,440 負 債 ・ 純 資 産 合 計 124,440 

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡  
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第 63期  損 益 計 算 書 

           自 2021年 4月 1 日 

                                    至 2022年 3月 31 日 

(単位：百万円) 

科        目 内  訳 金  額 

 営 業 収 益  

 委 託 者 報 酬 

 運 用 受 託 報 酬 

 そ の 他 営 業 収 益  

 営 業 費 用 

 支 払 手 数 料 

 そ の 他 営 業 費 用 

 一 般 管 理 費 

 

115,733 

17,671 

530 

 

39,087 

31,933 

 

133,935 

 

 

 

71,021 

 

 

29,556 

営 業 利 益  33,357 

営 業 外 収 益 

 受 取 配 当 金 

 そ の 他 営 業 外 収 益 

営 業 外 費 用 

 

3,530 

1,279 

 

4,809 

 

 

1,689 

経 常 利 益  36,477 
 

特 別 利 益 

   投 資 有 価 証 券 等 売 却 益 

   株 式 報 酬 受 入 益 

   固 定 資 産 売 却 益 

   資 産 除 去 債 務 履 行 差 額 

特 別 損 失 

投 資 有 価 証 券 等 売 却 損 

関 係 会 社 株 式 評 価 損 

固 定 資 産 除 却 損 

資 産 除 去 債 務 履 行 差 額 

事 務 所 移 転 費 用 

事 務 所 移 転 費 用 

   

26 

53 

9 

141 

 

0 

     727 

374 

0 

54 

   230     

 

 

 

 

1,158 

 

 

 

税 引 前 当 期 純 利 益  35,549 
 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  10,474 

法 人 税 等 調 整 額  171 

当 期 純 利 益  24,904 

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡ 
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第 63期  株主資本等変動計算書 

           自 2021年 4月 1 日 

                                    至 2022年 3月 31 日 

           （単位：百万円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株 主 

資 本 

合 計 
資 本 

準備金 

その他

資 本 

剰余金 

資 本 

剰余金 

合 計 

利 益 

準備金 

その他利益剰余金 
利 益 

剰余金 

合 計 
別 途 

積立金 

繰 越 

利 益 

剰余金 

当期首残高 17,180 11,729 2,000 13,729 685 24,606 31,395 56,686 87,596 

当期変動額          

 剰余金の配当       △26,268 △26,268 △26,268 

 当期純利益       24,904 24,904 24,904 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
         

当期変動額合計 － － － － － － △1,364 △1,364 △1,364 

当期末残高 17,180 11,729 2,000 13,729 685 24,606 30,030 55,322 86,232 

                                          （単位：百万円） 

 

評価・換算差額等 

 
純資産合計 その他有価証

券評価差額金 

評価・換算

差額等合計 

当期首残高 57 57 87,654 

当期変動額    

 剰余金の配当   △26,268 

 当期純利益   24,904 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
116 116 116 

当期変動額合計 116 116 △1,247 

当期末残高 174 174 86,407 

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡ 
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個 別 注 記 表 

 
[ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 ] 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 

 

(2) その他有価証券 

             時価のあるもの      決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

 (評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価           

 は移動平均法により算定しております。)   

             時価のないもの       移動平均法による原価法 

 

2. 金銭の信託の評価基準及び評価方法 

   時価法 

 

3. デリバティブの評価基準及び評価方法 

   時価法 

 

4. 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

 

5. 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産       定率法を採用しております。ただし、1998年 4月 1日以降に取得した 

      建物（附属設備を除く）、並びに 2016 年 4月 1日以降に取得した建物 

 附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

           

   (2) 無形固定資産      定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについて 

及び投資その      は、社内における利用可能期間に基づく定額法によっております。 

他の資産 

                           

6. 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金       一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

 については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお 

 ります 

 

 (2) 賞与引当金      賞与の支払いに備えるため、支払見込額を計上しております。 

  

 (3) 退職給付引当金   従業員の退職給付に備えるため、退職一時金及び確定給付型企業年金

 について、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

 に基づき計上しております。 

 ① 退職給付見込額の期間帰属方法 

   退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末まで

の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており

ます。 

  ② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

   確定給付型企業年金に係る数理計算上の差異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、発生

した事業年度の翌期から費用処理することとしております。また、

退職一時金に係る数理計算上の差異は、発生した事業年度の翌期に
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一括して費用処理することとしております。 

   退職一時金及び確定給付型企業年金に係る過去勤務費用は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法に

より、発生した事業年度から費用処理することとしております。  

 

 (4) 時効後支払損引当金   時効成立のため利益計上した収益分配金及び償還金について、受益

者からの今後の支払請求に備えるため、過去の支払実績に基づく将

来の支払見込額を計上しております。 

                           

 

7. 収益及び費用の計上基準 

当社は、資産運用サービスから委託者報酬、運用受託報酬を稼得しております。これらには成功

報酬が含まれる場合があります。 

 

（1）委託者報酬 

委託者報酬は、投資信託の信託約款に基づき日々の純資産総額に対する一定割合として認識され、

確定した報酬を投資信託によって主に年４回、もしくは年２回受取ります。当該報酬は期間の経過

とともに履行義務が充足されるという前提に基づき、投資信託の運用期間にわたり収益として認識

しております。 

 

（2）運用受託報酬 

運用受託報酬は、投資顧問契約に基づき契約期間の純資産総額等に対する一定割合として認識さ

れ、確定した報酬を顧問口座によって主に年４回、もしくは年２回受取ります。当該報酬は期間の

経過とともに履行義務が充足されるという前提に基づき、顧問口座の運用期間にわたり収益として

認識しております。 

 

（3）成功報酬 

成功報酬は、対象となる投資信託または顧問口座の特定のベンチマークまたはその他のパフォー

マンス目標を上回る超過運用益に対する一定割合として認識されます。当該報酬は成功報酬を受領

する権利が確定した時点で収益として認識しております。 

 

8. 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

9. 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

なお、当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和 2 年法律第 8 号)において創設された

グループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行わ

れた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関

する取扱い」（実務対応報告第 39号 2020年 3月 31日）第 3項の取扱いにより、「税効果会計に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 28 号 2018 年 2 月 16 日）第 44 項の定めを

適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。 

 

 

[ 会計上の見積りに関する注記 ] 

   該当事項はありません。 
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[ 会計方針の変更に関する注記 ] 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3 月 31 日。以下「収益認識会計

基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転し

た時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しています。 

これにより、営業外収益に計上しておりますシステム利用サービスに係る収益について、従来は、

当該システム利用サービスに係るシステム関連費用を控除し、純額で認識しておりましたが、控除せ

ず、総額で収益を認識する方法に変更しております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84項ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額

を、当事業年度の期首の繰越利益剰余金に反映させ、当該期首残高から新たな会計方針を適用してお

ります。 

これによる計算書類に与える影響は軽微であります。 

 

（時価の算定に関する会計基準の適用） 

  「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019年 7月 4 日。以下「時価算定会計

基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19項及び「金融商品に関

する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019 年 7 月 4 日）第 44-２項に定める経過的な取扱いに従

って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用しております。これによ

る計算書類に与える影響はありません。 

また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注

記を行うこととしました。 

 

[ 貸借対照表に関する注記 ] 

1. 有形固定資産の減価償却累計額                    1,207 百万円 

2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

  短期金銭債権                                2,562 百万円 

  短期金銭債務                                9,374 百万円 

 

 

[ 損益計算書に関する注記 ] 

関係会社との取引高 

 営業収益                                2,446 百万円 

 営業費用及び一般管理費                   7,957 百万円 

 営業収益以外の収益                      3,966 百万円 

    営業費用及び一般管理費以外の費用                     -    百万円 

 

   



7 

 

[ 株主資本等変動計算書に関する注記 ] 

1.  当事業年度の末日における発行済株式の数  

株式の種類 当事業年度期首 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末 

普通株式 5,150,693 株 - - 5,150,693株 

2.   剰余金の配当に関する事項 

（1）配当財産が金銭である場合における当該金銭の総額 

 2021年 5月 14日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。 

 普通株式の配当に関する事項 

 配当金の総額      26,268百万円 

 1 株当たり配当額      5,100 円 

 基準日      2021年 3月 31日 

 効力発生日     2021年 6月 30日 

 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

2022年 5月 18日開催予定の取締役会において、次の議案を付議する予定であります。 

普通株式の配当に関する事項 

 配当金の総額      24,877百万円 

 1 株当たり配当額      4,830 円 

 基準日      2022年 3月 31日 

 効力発生日     2022年 6月 30日 
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[ 税効果会計に関する注記 ] 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産                                百万円 

賞与引当金                 1,381 

関係会社株式評価減                         1,010 

退職給付引当金                              990 

関係会社株式売却損                           505 

資産除去債務                              348 

未払事業税                                   285 

減価償却超過額                  272 

時効後支払損引当金                           182 

未払社会保険料                   114 

投資有価証券評価減                           110 

ゴルフ会員権評価減                            92 

その他                                        84 

繰延税金資産小計                             5,376 

評価性引当額                               △1,795 

繰延税金資産合計                             3,581 

繰延税金負債                                      

前払年金費用                            △402 

資産除去債務に対応する除去費用           △233 

関係会社株式評価益                     △81 

その他有価証券評価差額金                  △78 

繰延税金負債合計                             △796 

繰延税金資産の純額                           2,784 
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 [ 金融商品に関する注記 ] 

1. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

       当社は、投資信託の運用を業として行っており、自社が運用する投資信託の商品性維持等を目

的として、当該投資信託を特定金外信託を通じ保有しております。特定金外信託を通じ行って

いるデリバティブ取引については、保有する投資信託にかかる将来の為替及び価格の変動によ

るリスクの軽減を目的としているため、投資信託保有残高の範囲内で行うこととし、投機目的

のためのデリバディブ取引は行わない方針であります。 

なお、余資運用に関しては、譲渡性預金等安全性の高い金融資産で運用し、資金調達に関して

は、親会社である野村ホールディングス株式会社及びその他の金融機関からの短期借入による

方針であります。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

特定金外信託を通じ保有している投資信託につきましては、為替変動リスクや価格変動リス

クに晒されておりますが、その大部分については為替予約、株価指数先物、債券先物、スワッ

プ取引などのデリバティブ取引によりヘッジしております。また、株式につきましては、政策

投資として、あるいは業務上の関係維持を目的として保有しておりますが、価格変動リスクに

晒されております。有価証券及び投資有価証券並びに金銭の信託については財務部が管理して

おり、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、その内容を経営に報告しております。 

デリバティブ取引の実行及び管理については、財務部及び運用部で行っております。デリバ

ティブ取引については、取引相手先として高格付を有する金融機関に限定しているため信用リ

スクはほとんどないと認識しております。財務部は月に一度デリバティブ取引の内容を含んだ

財務報告を経営会議で行っております。 

 また、営業債権である未収委託者報酬は、投資信託約款に基づき、信託財産から委託者に対

して支払われる信託報酬の未払金額であり、信託財産は受託銀行において分別保管されてい

るため、信用リスクはほとんどないと認識しております。 
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2. 金融商品の時価等に関する事項 

2022 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価、及びこれらの差額については次のとおりで

す。 

 

    (単位：百万円) 

  
貸借対照表 

計上額 

時価 差額 

(1)金銭の信託 35,894 35,894 - 

資産計 35,894 35,894 - 

(2)その他（デリバティブ） 121 121 - 

負債計 121 121 - 

   （注）1 現金・預金、未収委託者報酬、未収運用受託報酬、有価証券、短期貸付金、未払金、未払

費用、未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであること

から、記載を省略しております。 

   （注）2 投資有価証券及び関係会社株式は、市場価格のない株式等及び組合出資金等であること

から、上表には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下のとおりで

あります。 

 

  当事業年度 (百万円) 

市場価格のない株式等（※）1．2 9,529          

組合出資金等      1,886     

合計 11,415         

  （※）1 市場価格のない株式等には非上場株式等が含まれております。 

     2 非上場株式等について、当事業年度において 727百万円減損処理を行っております。 

 

3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の 3 つの

レベルに分類しております。 

 レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時

価 

 レベル 2 の時価：レベル 1 のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用いて算

定した時価 

 レベル 3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ

れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

区分 貸借対照表計上額 (単位：百万円)  

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 

金銭の信託（運用目的・その他）

（※） 

- 1,736 - 1,736          

資産計 - 1,736 - 1,736         

デリバティブ取引（通貨関連） - 121 - 121          

負債計 - 121 - 121         

 

（※）時価算定適用指針第 26 項に従い経過措置を適用し、投資信託を主要な構成物とする金銭の信託

34,157百万円は表中に含まれておりません。 
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（注 1）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

 

金銭の信託 

 信託財産は、主として投資信託、デリバティブ取引、その他の資産（コールローン・委託証拠金等）で

構成されております。 

信託財産を構成する金融商品の時価について、投資信託は基準価額、デリバティブ取引に関しては、

上場デリバティブ取引は取引所の価格、為替予約取引は先物為替相場、店頭デリバティブ取引は取引先

金融機関から提示された価格等によっております。また、その他の資産については短期間で決済される

ため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 

デリバティブ取引 

 時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算出しております。 
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[ 収益認識に関する注記 ] 

 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

当事業年度（自 2021年 4月 1日 至 2022 年 3月 31 日） 

 

委託者報酬 115,670百万円 

運用受託報酬 16,675百万円 

成功報酬（注） 1,058 百万円 

その他営業収益 530百万円 

合計 133,935百万円 

（注）成功報酬は、損益計算書において委託者報酬または運用受託報酬に含めて表示しておりま

す。 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

[ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 ] 7. 収益及び費用の計上基準に記載のとおりであ

ります。 

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並

びに当事業年度末において存在する顧客との契約から当事業年度の末日後に認識すると見込ま

れる収益の金額及び時期に関する情報 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
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[ 関連当事者との取引に関する注記 ] 

1. 親会社及び法人主要株主等 

該当はありません｡ 

 

 

2. 関連会社等 

種類 
会社等 

の名称 
所在地 資本金 事業の内容 

議決権等 

の所有 

(被所有)割合 

関連当事者との

関係 
取引の内容 

取引 

金額 

(百万円) 

科目 

期末 

残高 

(百万円) 

子会社 

 

ノムラ･エー

エム・ファイ

ナンス・イン

ク 

ケイマン 

 

2,500 

(米ドル) 

 

資金管理 

 

直接100％ 

 

 

資産の賃貸借 

 

     

資金の貸付 3,427 

短期貸

付金 
1,835 

資金の返済 1,709 

貸付金利息

の受取 
9 未収利息 4 

 

 

3. 兄弟会社等 

種類 
会社等 

の名称 
所在地 資本金 事業の内容 

議決権等 

の所有 

(被所有)割合 

関連当事者との

関係 
取引の内容 

取引 

金額 

(百万円) 

科目 

期末 

残高 

(百万円) 

親会社の

子会社 

野村證券株式

会社 

東京都 

中央区 

10,000 

(百万円) 
証券業 

 

－ 

 

当社投資信託

の募集の取扱

及び売出の取

扱ならびに投

資信託に係る

事務代行の委

託等 

役員の兼任 

投資信託に

係る事務代

行手数料の

支払（*1） 

     

29,119 
未払手数

料 
6,013 

 
 

4. 役員及び個人主要株主等 

該当はありません｡ 

 

(注) 1. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて

おります。 

 

2. 取引条件及び取引条件の決定方針等 

        （*1）投資信託に係る事務代行手数料については、商品性等を勘案し総合的に決定しておりま

す。 

      

 

 

[ 1 株当たり情報に関する注記 ] 

 

1. 1株当たり純資産額   16,775円 81銭 

2. 1株当たり当期純利益   4,835円 10銭 

 

 

 


